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　近年，教育投資に関わるエビデンスのさらなる蓄積と深化が求められている。我が国の高卒女子
のほぼ半数が大学に進学することを鑑みると，特に公財政による大学教育投資にかかる女子の費用
対効果分析の必要性は高いが，その研究はほとんど行われていない。そこで本研究はエビデンスベー
スドポリシーに貢献しうるデータの提供を目的とし，「内部収益率法」による「公的収益率」を費用
対効果の指標として検証する。
　分析の結果，大卒女子の多様なライフコース選択による労働確率の現状を踏まえてもなお公財政
からの大学教育投資は経済効果を生み出すこと，しかしその効果は労働確率と平均賃金の男女差の
影響を受けて大卒男子よりも低い値となることが明らかになった。
　以上の知見から，少子高齢化社会進展の中で国全体の個人税収を増加させるには，より高い報酬
を得てより長い期間就労継続したいという大卒女子の希望が叶う環境整備の重要性が指摘できる。
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1　研究の背景と目的
　人口減少や世界経済の先行き不透明感の影響を受けて，我が国においても効果的・効率的な資源
配分が求められる時代を迎えた。これは，教育の分野においても例外ではない。限られた資源の中
から，どのような教育投資を行うことがどのような教育効果を創出するのか検証し明確な根拠に基
づいて教育投資計画を策定することが，政府にとって必要不可欠となってきている。
　折しも，2018年6月に決定した我が国の教育の根幹をなす『第三期教育振興基本計画』においては，
「教育投資」の重要性及びエビデンスベースドポリシーの必要性が述べられており，教育投資に関わ
る諸研究の更なる蓄積と深化が求められているところである。その中でも，とりわけ女子の「教育
投資」に関わる研究は，以下の理由により近年その重要性と必要性が高まってきていると考える。
　我が国における女子の大学進学率は1970年にはわずか10％にも届かなかったが，1980年代以降
は年々上昇の一途をたどり，近年ではほぼ50％に迫ろうとしていることは周知の事実である。しか
し，大卒女子の増加現象にもかかわらず，女子のライフコース選択傾向には大きな変化は見られず，
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依然として結婚や出産を機に退職して専業主婦に移行したり，一時仕事を中断して再就職したりす
るなど多様なライフコースをたどる傾向が継続しており，「学歴別・年齢階層別仕事を主とする有
業者割合」1）　（以下「労働確率」と表記）は，図1のような様相を示している。大卒女子に限ってその
現状を述べれば，大卒直後の24歳までは90％以上の高い労働確率を示しているが，25歳から39歳
にかけて急激に下降し50％程度まで低下してしまう。そしてその後もゆるやかな低下傾向を示し，
55 ～ 59歳では40％程度の値を示す。一方，男子の労働確率はほぼ90％台を維持しているため，そ
の男女差は非常に大きいものとなっている。また，人的資本論の立場からは，教育の効果の一つと
して賃金上昇が挙げられるが，この点についても就労者の「学歴別・年齢階級別推定平均年収」は図
2のように女子においては大卒・高卒ともに男子を大きく下回る傾向にある。
　こうした実態を踏まえたとき，特に公的教育投資の効率性計測において，男子のみのデータや男
女平均値のデータを用いた分析では政策立案に貢献しうるエビデンスとして十分ではない。公財政
からの大学教育投資は男女にかかわらず均等に配分されることから，女子について公的投資の効率
性を計測することが，大卒女子の今後の就業の在り方や賃金の検討およびそれらを可能にする政策
立案に大きく貢献することにつながる。
　このような観点から，本研究は，政府にとってより高い経済効果を生み出す大卒女子の人的資本
活用にかかるエビデンスベースドポリシーに貢献しうるデータの提供を目的とする。
図1　学歴別・年齢階層別仕事を主とする有業者割合
出典：『平成24年就業構造基本調査』（総務省統計局）のデータにより筆者作成
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2　先行研究の整理と本研究の課題
　我が国の教育経済学の分野では，大学教育投資行動やその最適性を検証するために「内部収益率
（IRR：Internal Rate of Return）法」を用いて分析を進めてきている。矢野（2015）では，負担の面では，
家計の直接費用と政府の直接費用に分け，受益の面では家計の便益と政府の便益について分けて考
え，負担者と受益者の組み合わせから以下の3つの内部収益率が計測できるとしている。（PP.179）
①　個人について家計の費用負担額と税引き後の生涯便益の関係を計測した「私的収益率」
②　家計と政府の費用総計額と税引き前の生涯便益の関係を計測した「社会的収益率」
③ 　政府の費用負担額と税収入額の増加による生涯税便益の関係を計測した「財政的収益率」（公的
収益率）
　①の「私的収益率」を用いた研究は1970年代からその端緒が開かれた。多くは男子のデータに基
づいた分析であるが，梅谷（1977），矢野（1982, 1991, 1996），Nakata ＆ Mosk（1987），Kaneko（1987），
荒井（1995），田中（1994），樋口（1994），島（1999, 2009, 2014）らの一連の研究によって教育と私的経
済効果の関連について分析されてきておりされており，特に「大学本位制の経済構造」「無名大学よ
り威信のある大学または入試難易度の高い大学」という教育投資の私的経済効果」などについて明ら
かにされてきた。
　また，②の「社会的収益率」を用いた研究には矢野（1987, 2015），経済企画庁経済研究所（1998）が
あり，家計と政府が資金投入する大学教育は，市場の金利以上の利息を産み出す投資だということ，
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図2　学歴別・年齢階層別推定平均年収
出典：『平成27年賃金構造基本統計調査』（厚生労働省）のデータ 2）により筆者作成
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家計が苦しくても財政難であっても大学に資金を投入すれば，将来に収益が回収されることを明ら
かにしている。
　しかし，公財政からの大学教育投資が生涯にわたる税便益をどの程度増加させるのかを示す③の
「公的収益率」についての計測はこれまでほとんど行われてこなかった。この計測については，わず
かに矢野（1996），遠藤・島（2018）しか見出すことができない。前者においては，1980年男子の賃金デー
タを用いた計測を行い，大学教育投資の公的収益率（所得税＋他の税）は，国立2.3％，私立8.9％であ
り，私立大の公的補助が税収入増加にかなり貢献していることから，私立大学への公的補助を現行
よりも増加させ教育水準の質的向上に振りむけるべきであるとしている。遠藤・島（2018）において
は，2015年男女平均賃金データを用いた分析により，大学教育投資の公的収益率（所得税＋住民税
+ 消費税等）は7.5％であり，大学教育への公的投資の費用対効果は十分見込まれる可能性があるこ
とを明らかにしている。
　一方，大学教育の公財政負担費用便益分析については，上記で述べた内部収益率法を用いた「公
的収益率」計測以外に，現在価値法を用いた研究も行われている。
　まず，公的教育投資が税収増加および失業給付抑制額，逸失税収抑制額，犯罪費用抑制額に及ぼ
す効果について分析した先行研究に三菱総合研究所（2010）がある。平成20年度の公財政支出及び
賃金等のデータ（いずれも男女計）を用いて，高卒者と大卒者の学歴別・年齢別推計平均税額等の差
分を割引率4％で現在価値化し，大学教育への公的教育投資と比較したこの分析からは，公的教育
投資に係る費用に対して便益は2.05倍，金額にして大学卒業者一人あたり2,434,068円であり，平成
20年度の大卒就職者数による純便益合計は11,057億円に上ると推計された。また，国立教育政策研
究所（2014）では，平成24年度データ（男女計）を用い三菱総合研究所（2010）の分析手法にて費用便
益分析を行った。この分析からは，大卒者一人当たりの公財政教育支出の効果は3,546,944円であり，
平成24年度の大卒者による総効果額は15,836億円であると推計した。さらに，遠藤・島（2018）にお
いては，上述の国立教育政策研究所（2014）による費用便益分析について平成27年度データ（男女計）
を用いた時点更新分析を行っている。この分析からは，大卒者一人当たりの効果額は3,421,832円と
なり国立教育政策研究所の結果（24年度データ分析）と比較して -125,112円と若干の減少となって
いるものの，大卒者一人当たりの効果額に関して大きな変動はないといってよいこと，さらに平成
24年度に比して大卒者が増えたため総効果額は16,671億円となり，平成24年度と比して835億円の
増となることを明らかにしている。加えて，上記以外の推計パターンに基づいて，一人当たり効果額・
総効果額を次のように推計している。①公財政支出の1/2を教育費（研究と案分）として考えた場合，
一人当たり効果額は4,734,439円，総効果額2.3兆円，②公財政支出の1/3を教育費（研究・社会貢献
との案分）として考えた場合，一人当たり効果額は5,171,975円，総効果額2.5兆円，③消費税を10％
と仮定した場合においては，一人当たり効果額3,651,061円，総効果額1.8兆円，そして，これら複数
の仮定に基づく分析結果を含めても，大学教育への公的投資には一定の効果が存在することが確認
されたとしている。
　しかし，これらの先行研究は，男子のみのデータや男女計のデータを用いたものであり，また，大
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卒就職者すべてが一定年齢まで働き続けるものとして計測された値である。前項でも述べたように，
女子の学歴別・年齢別賃金データによれば，いずれの学歴においても依然として男子に比べて女子
の平均賃金は低いこと，また，女子は多様なライフコースを歩むため就業している割合は総じて男
子よりも低い傾向にあり，さらに年齢によって変動することが特性として挙げられる。このことか
ら，対象を女子に限って分析することは，公財政からの大学教育投資の効率性を検討する上で避け
ては通れない重要な課題であると考える。
　これらを踏まえ，本研究では，我が国の先行研究においてこれまで行われてこなかった女子の公
的収益率の計測を通して，以下の2点について女子における公財政からの大学教育投資の経済効果
を明らかにする。
① 　女子を対象とした場合，公財政による大学教育への投資は，労働確率を勘案してもなお税収増
としての経済効果を生み出しているのか。
② 　男子の公的教育投資の費用対効果と比較した場合，その効果は相対的にどの程度の差が生じる
のか。
　その上で，今後女子における公財政からの大学教育投資効果をより高めるための視点について検
討する。
3　データと分析方法
　本研究で用いる「公的収益率」は，政府の費用負担額と税収入額の増加による生涯税便益の関係を
計測するものである。したがって，教育を受けるために政府が投資する費用（直接費用）と間接費用
3）の現在価値とその結果得られる税収による便益の現在価値を等しくする割引率としての数値であ
る。これを式に示すと以下のようになる。
Σ22 （Cut+Tht）=∑60 （Tut-Tht）t=19 （1+r）t-19 t=23 （1+r）t-19
Cu：大学教育に対して政府から投資する直接費用
Tu：大学卒業後に就職した者が納める税額
Th：高校卒業後に就職した者が納める税額
t：年齢　　r：政府の収益率（公的収益率）
　また，公的収益率計測に当たっては，基本的に以下の仮定を置く。
　＜仮定1＞進路選択時点での学歴間の賃金構造がその後も一定である。
　＜仮定2＞学生は浪人も留年もしないものとする。
　＜仮定3＞卒業後すぐに入職し，60歳まで働くものとする4）。
　次に，収益率を算出するにあたって本稿で用いるデータについて述べる。
①　大卒者一人当たり公的教育投資額の推計【直接費用】
　・ 国立大学に関しては，『国立大学法人等の平成27事業年度決算等について』5）（文部科学省）で示
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された，国立大学法人等（86国立大及び4共同利用機関）全体での損益計算書の中から，「運営
交付金収益」及び「補助金等収益」を合算した額を国立大学に係る公財政教育支出額として算出
　・ 公立大学に関しては，『平成28年度公立大学実態調査表』（公立大学協会）に基づき，平成27年
度決算ベースによる大学財源調の中から，公立大学全体での「一般財源都道府県市負担額」及び
「国・都道府県支出金」を合算した額を公立大学に係る公財政教育支出額として算出
　・ 私立大学に関しては，『平成28年度版今日の私学財政―大学・短期大学編』（日本私立学校振興・
共済事業団）に基づき，平成27年度分の私立大学全体で見た大学部門の収支決算書の「補助金収
入」額を私立大学に係る公財政教育支出額として算出
　・ 『平成27年度学校基本調査』（文部科学省）による学部及び大学院在学者を大学在学者数として
算出
②　高卒者および大卒者一人当たりの年齢別平均所得税＋住民税増加の推計【間接費用・便益】
　・ 『平成27年度賃金構造基本統計調査』（厚生労働省）による民営・公営を合わせた調査対象全産業
に関する賃金等データを基に学歴及び年齢別の推定平均年収を算出
　・ 『家計調査』（総務省）の平成27年の総世帯のうち勤労者世帯における年間収入十分位階級別デー
タを基に，「1世帯における1か月間の世帯主収入額」と「1世帯当たり1か月間の非消費支出の
うち所得税および住民税の合計額」との関係性を想定して学歴別各歳での所得税および住民税
を算出
③　高卒者及び大卒者一人当たりの年齢別平均消費税増加の推計【間接費用・便益】
　・ 『家計調査』（総務省）の平成27年の総世帯のうち勤労者世帯における年間収入十分位階級別デー
タを基に，1世帯当たり1か月分の世帯主収入額と1世帯当たり1か月分の消費支出額，消費税
額を算出
4　分析
⑴　公的収益率算出の前提となる費用および便益
①　大卒者一人当たり公的教育投資額【直接費用】
　平成27年度の国立・公立・私立大学に係る公財政教育支出額に基づいて，大学卒業生一人当たり
の年間公財政教育支出額について算出した結果は表1の通りであり，590,411円となった。
表1　一人当たり大学への年間公財政教育支出額（平成27年度）
総額（億円） 大学在籍者数 一人当たり支出額（万円）
国立大学 11,833 610,802 193.7289
公立大学 1,913 148,766 128.5912
私立大学 3,141 2,100,642 14.9526
計 16,887 2,860,210 59.0411
出典：筆者作成
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②　女子学歴別・年齢別平均所得税・住民税・消費税【間接費用および生涯税便益】
　賃金データおよび家計の支出データを基に算出すると，女子の学歴別・年齢別の推定平均所得税・
住民税・消費税の合計額6）（割引なし，労働確率による調整なし）は，図3の通りとなる。
　しかし，これは，すべての女子が卒業後に労働市場で就業を継続すると仮定した数値であるため，
はじめから就職しなかったり，結婚や出産を機に退職したり，さらには一時離職したりする女子の
存在については反映されていない。
　そこで，次に表1で示した女子の「年齢階級別労働確率」により上記の税収を調整した。その結果
は図4の通りである。
　高卒者については，平均推定税収は19歳で16.9万円，その後わずかずつ上昇を続け，24歳で19.7
万円となり，それをピークに減少に転じる。20歳代後半からは多少の増減はあるもの50歳代後半
まで13万円から17万円で推移し，60歳で10万円を割り込む値となる。一方大卒者については，23
歳で29.7万円であり，その後29歳の34.9万円まで上昇する。30歳代は労働確率の大きな低下により
減少傾向となるが，40歳代からは再び上昇の傾向に転じ，49歳で最高値の42.6万円となる。50歳か
らは減少傾向を示し，60歳では18.3万円となる。大卒者・高卒者の推定平均税収の差額については，
労働確率による調整後において，20代では約10 ～ 18万円，30代では約13 ～ 20万円，40代では約
20 ～ 26万円，50代では約22 ～ 25万円ほど大卒者が高卒者を上回ることが確認できる。
　図3と図4の比較から，女子の労働確率による税収の減少は明らかであるが，さらに一人当たり平
均生涯推計税収を算出してみると，労働確率による調整前は大卒女子2,563万円，高卒女子1,348万
円に対し，労働確率による調整後は大卒女子1,348万円，高卒女子653万円（いずれも割引前）であり，
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図3　学歴別各歳での推定平均所得税・住民税・消費税額（割引なし・労働確率による調整なし）
出典：筆者作成
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女子の労働確率がいかに税収を減少させるかがわかる。
⑵　女子の公的収益率
　上記の費用と便益の推計値に基づいて，①労働確率による調整を行わない場合と②労働確率によ
る調整を行った場合の2パターンで女子の公的収益率を推計した。
①　労働確率による調整をしない場合の公的収益率
　まず，全ての女子が卒業後60歳まで働き続けると仮定した場合の推計結果は表2の通りである。
一人当たり平均でみた大学教育への公的投資総額（直接費用）は236万円，女子が大学に進学しなけ
れば得られたであろう4年間の税収（間接費用）は81万円，大卒－高卒の生涯税収差額（公的便益）は
1,296万円となり，これらの値によって推計した公的収益率は，6.2％となる。つまり，平成27年時点
でのデータを用いた推計に基づけば，すべての女子が60歳まで働き続けると仮定した場合は，大学
教育に対する公財政からの一人当たり平均投資額317万円は投資収益率が6.2％の高い経済効果を
生みだすということになる。
②　労働確率によって調整した場合の公的収益率
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図4　年齢階級別労働確率により調整後の学歴別各歳推定平均所得税・住民税・消費税額（割引なし）
出典：筆者作成
表2　労働確率による調整なしの女子公的収益率
直接費用 間接費用 公的便益 公的収益率
236万円 81万円 1,296万円 6.2%
出典：筆者作成
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　次に女子の学歴別・年齢階級別労働確率によって調整した生涯税収額を用いた場合の推計結果で
ある表3を見てみよう。女子一人当たり平均でみた大学教育への公的投資総額（直接費用）は当然①
と変わらないが，大学に進学しなければ得られたであろう4年間の税収（間接費用）は52万円に減少
する。さらに，労働確率の低下により大卒・高卒いずれの生涯税額も減収となることから，大卒－
高卒の生涯税収差額（便益）は747万円と①と比較して549万円もの減少を見ることとなる。そして，
これらの値によって推計した公的収益率は，①と比較して1.4％減少するものの，4.8％という値を示
す結果となった。すなわち，女子の大学教育への一人当たり平均288万円の投資は，労働確率で調
整してもなお4.8％という投資効果を生み出すということである。
　この推計結果から，結婚や出産等のライフイベントによる中断や退職等によって労働確率が低下
するという就労特性を持つ女子の公的収益率は，すべての女子が就労を継続するという仮定に基づ
く計測値に比べて低下はするものの，それでも一定レベル（4％）以上にあり7），公財政からの大学
教育投資は平成27年時点のデータに基づく推計においては，確かな経済効果につながるものである
ことが明らかになった。
⑶　公的収益率の男女差
　では，女子の公的収益率は男子と比較した場合，相対的には高いのか，低いのか。そしてその要
因はどのような点にあるのであろうか。本項では，男子の公的収益率を計測して，前項で求めた女
子の値との比較を試みた。
　まず，男子の公的収益率についても，労働確率調整前の費用・便益・公的収益率を求めた。その結
果は表4の通りである。直接費用は，性別によって変わることはないので236万円となり，間接費用
は97万円と推計された。大卒－高卒の生涯税収差額である公的便益は1,898万円と女子よりもかな
り多額になる。その結果，公的収益率は7.2％という高い値を示すこととなる。
　次に，男子の労働確率によって調整後の結果は表5の通りであるが，間接費用が75万円に減少す
るものの公的便益は1,864万円と調整前と比べてわずか34万円の減少にとどまる。その結果，公的
収益率は労働確率による調整前と比べて0.4％増の7.6％という値を示す。つまり，男子の場合，公
財政からの大学教育投資は7.6％という高い投資収益率を生み出すことになる。
　この結果に基づき，女子の公的収益率を男子と比較すると，労働確率による調整前では女子－男
子は -1.0％であるのに対し，労働確率による調整後は -2.8％にその差が拡大することが明らかになっ
た。男女・学歴別の生涯賃金差と男女・学歴別の労働確率差の双方の影響を受けた結果，女子の公
財政からの大学教育投資収益率は男子に比べて2.8％低くなるということである。
表3　労働確率による調整後の女子公的収益率
直接費用 間接費用 公的便益 公的収益率
236万円 52万円 747万円 4.8%
出典：筆者作成
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5　まとめと今後の課題
　これらの分析から，得られた知見および含意は以下の通りである。
　第一に，平成27年時点のデータに基づく分析においては，大卒女子の労働確率によって調整して
もなお公財政による大学教育投資は一定以上の税収効果をもたらすものであることが確認された。
よって，大卒女子のライフコース選択の現状を踏まえたとしても，公財政からの大学教育投資は高
い経済的効果を生み出すものであるということである。この点から，もし大卒女子について公財政
からの教育投資の効率性が相当低いのではないかという推測があるとすれば，慎重さを求められる
ことが指摘される。第二に，女子の公的収益率を男子と比較した場合，男女それぞれの労働確率に
よって調整すると大卒女子の公的収益率は2.8％の低下をみることが確認されたことである。一人
当たりの公財政による大学教育投資は男女同額であるにもかかわらず，公的収益率が女子において
かなり低くなるのは，平均賃金の男女差と労働確率の男女差8）に起因しているととらえることがで
きる。それは見方を変えれば，公財政からの大学教育投資が，平均賃金と労働確率の男女差を改善
することによって経済効果をかなり上昇させる可能性を秘めているということである。この分析結
果から，人口減少に伴う労働力人口の低下によって個人税収が低下傾向を示している現状 9）を踏ま
えたとき，個人税収上昇が今後重要であるという立場に立てば，国及び企業はより高い報酬を得て
より長く就労を継続したいという大卒女子についてはその希望が叶うような環境整備に早急かつ前
向きに取り組むことが重要であろう。
　しかしながら，本研究においてはいくつかの限界がある。第一にこれらの収益率には生得的能力
が含まれており，純粋な教育効果の識別がなされていないことがあげられる。この点について今後
女子に特化した分析が求められる。第二に，本計測は大卒の平均的な経済効果を扱っているが，今後，
学部別，大学ランク別，職業別などその投資効果の分散にも留意した研究が必要となる。稿を改め
た今後の課題としたい。
【注】
1） 『就業構造基本調査』（総務省）においては，有業者のうち「仕事が主な者」と「仕事が従な者」について分けて集計し
表4　労働確率による調整なしの男子公的収益率
直接費用 間接費用 公的便益 男子公的収益率 参考：女子公的収益率（再掲）
236万円 97万円 1,898万円 7.2% 6.2%
出典：筆者作成
表5　労働確率による調整後の男子公的収益率
直接費用 間接費用 公的便益 男子公的収益率 参考：女子公的収益率（再掲）
236万円 75万円 1,864万円 7.6% 4.8%
出典：筆者作成
年報08遠藤氏1c_三[111-124].indd   118 2018/12/11   18:02:46
―　　―119
 東北大学大学院教育学研究科研究年報　第67集・第1号（2018年）
ている。「仕事が従な者」とは，家事を主としながら働く者や通学を主としながら働く者とされている。本研究では
所得税および住民税を算出するという主たる目的に添うため，それらの税額に直接反映されやすい「仕事が主な者」
のデータを用いて「労働確率」を算出した。なお，「労働確率」という用語については，先行研究である荒井（2002）
PP. 117に倣って使用している。
2） 第1表年齢階級別きまって支給する現金給与額，所定内給与額及び年間賞与その他特別給与額（民営＋公営，産業計）
による
3） 大学へ進学しなければ得られたであろう税額の合計である。
4） 大卒女子の労働確率は55 ～ 59歳で42.5％であったものが60 ～ 64歳で22.0％と急激に低下してる反面，平均賃金は
55 ～ 59歳で581.45万円であったものが60 ～ 64歳で589.8万円と上昇に転じるという現象が起きている。このこと
から，年収の高い職に就く女子（例えば医師や研究者等）が60歳以上で就業を継続する割合が高いととらえること
ができる。そのため，本研究ではより平均的な女子の年収を用いることができる60歳までを計測対象にすることと
した。
5） http://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/houjin/detail/1384038.htm より入手（2018年7月3日確認）
6） 大卒者19歳から22歳について，推定平均税額がゼロにならないのは，消費税を計上しているためである。なお大学
在学中の消費税については，先行研究である国立教育研究所（2014）同様に家族等の負担による消費支出額として消
費関数の定数項を消費支出と想定し，その上で19 ～ 22歳の額を算出した。
7） 『公共事業評価の費用便益分析に関する技術指針（共通編）』（平成21年国交省）によれば，公共事業の費用便益分析
における割引率は「当面4％を適用する」とされている。これは国債（10年もの）の名目利回り平均（1983年～ 2002年）
が3.95％であったこと等をもとに設定されている。近年，金利が低下し，例えば2008年～ 2017年の国債（10年もの）
の名目利回り平均が0.78％である等の状況を勘案すると，比較対象の数値はさらに小さくなる。
8） 平均賃金や労働確率の男女格差の要因については，川口（2008）や山口（2017）において女子における非正規および短
時間労働者の割合の多さ，ワークライフバランス・GEO（性別にかかわりなく社員の能力発揮を推進する方針）に
配慮する企業割合の低さなどが指摘されているところである。
9） 『平成20年度年次経済財政報告』（内閣府）においては，個人所得課税の動向をみる上で重要な雇用者報酬の動向を
試算しているが，2007年の就業率と賃金水準が一定と仮定した場合の雇用者報酬は，2005年を1とした場合2025年
には0.89となり，約11％の減少になるとしている。（PP. 205）
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女子の大学教育投資にかかる費用対効果分析
 Currently, accumulation and deepening of evidence related to educational investment are 
required for  evidence-based policy. Although about half of Japanese women who graduat from 
high school go on to university, cost-effectiveness analysis of Japanese women on educational 
investment to university is very few. Therefore, this study aimed at providing data that can 
contribute to evidence-based policy, verifying "public rate of return" using "Internal Rate of 
Return method" as an index of the cost-effectiveness of investment to university. As a result, this 
paper obtains that women who have graduated from university produce a significant economic 
effect through educational investment to university from public finances, even in consideration 
that they choose a variety of life course. However, women’s economic effect is lower than that of 
men because of gender differences in labor probability and average wages. These results suggest 
that it is important to improve the working environment so that university graduate women can 
obtain higher compensation and work longer, in order to increase tax revenues amid Japan’s 
declining birthrate and aging society. 
Key words： Evidence-based policy，Educational investment to university，Public return，Labor 
probability
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